
新たな価値創造のための
情報リテラシー教育に向けて

～大学で求められる能力と高校における情報科教育の現状・課題を踏まえて～
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今泉：社会がめまぐるしく変化している中で、国
を超えて知恵を出し合い問題を解決していける人

材が求められています。世界で
活躍できる人材を日本で育成し
ていくためには、どのような教
育が求められているのでしょう
か。
平成20年に中央教育審議会か

ら「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（12月
24日）が出されました。そこでは、社会の様々な
変化に対応して問題を解決して社会に貢献できる
人材、つまり21世紀型の市民社会を築いていける
人材を育成するために必要な学士力について述べ
られています。
各専攻分野を通じて培う学士力には「汎用的能

力」があります。そこには「コミュニケーショ
ン・スキル」、「数量的スキル」、「情報リテラシー」、
「論理的思考力」の四つが挙げられています。「情
報リテラシー」は知識の修得に留まらず、大学４

年間の学びを通じて専門分野でも活用できるよう
身に付けなければならない能力です。
一方、私立大学情報教育協会（以下、私情協）

では今年、「情報リテラシー教育のガイドライン」
（後掲）をまとめました。
そこで本日は、「情報リテラシー」に焦点をあ

て、これからの人材育成のために高等教育さらに
は中等教育過程でどのような取り組みが必要であ
るか、情報リテラシーに造詣の深い方々にお話を
伺い、今後の課題を探りたいと思います。
まず、私情協の「情報リテラシーのガイドライ

ン」の趣旨と背景について、ガイドライン作成を
担当された玉田先生からご説明いただき、その後、
大学の情報リテラシーに関連している高校での教
科情報について、その状況や課題を高校の先生方
からご紹介いただきたいと思います。

情報リテラシー教育のガイドラインの趣旨と
ねらい
玉田：情報リテラシー教育はすべての教科で共通
に必要な能力ということで、様々な分野でどのよ
うな能力が必要であるか、私情協の31分野の委員
会で議論しまとめていただきました。そして、大
学４年間の後で学士力の情報リテラシーとして何
を保証するかという視点で各分野で求められる能
力を集約し、そこに共通なものを明らかにする目
的で、「情報リテラシーのガイドライン」をとり
まとめました。
学士力として情報通信技術の可能性と限界を理

解した上で、それぞれの専門分野で適切・適正に
情報を活用し、課題発見や課題解決ができる人材
を育てるために、三つの到達目標を掲げました。
到達目標１は、「情報社会の光と影を認識し、

主体的に判断して行動することができる」能力で、
読みとった情報を自分の知識として定着させ、知
恵の段階まで伸ばしていくことを目標としてお
り、情報倫理の部分です。
到達目標２は、「課題発見、問題解決に情報通

信技術を活用することができる」能力で、主に多
くの大学でリテラシー教育の中で行われているも

座談会



のです。
到達目標３は、「情報通信技術の仕組みを理解

し、モデル化とシミュレーションを課題発見や問

題解決に活用できる」能力で、情報通信技術の仕
組みを理解し、モデル化、シミュレーションを問
題解決に活用できるという能力です。大学におけ
るすべての分野で必要なのは問題解決力で、例え
ば情報科学分野でも経済学の分野でも、それぞれ
の方法で問題をモデル化しシミュレーションする
ことを教えなければならないというのが、このガ
イドラインの重要なポイントです。
しかし、中教審の答申にもあるように、大学教

育では、それぞれ分野固有の専門性の上で、これ
らの能力を活用していくことを想定されています
が、現状は大きく異なることが、昨年度私情協で
実施した「大学の情報リテラシー教育の実態調査」
でわかりました。

大学の情報リテラシー教育の実態調査
玉田：調査結果では、リテラシー教育は初年次教
育や情報センターでの実施が約７割で、実施内容

も「加工・表現・発信」、「文章
表現・統計計算」、「情報社会の
理解とセキュリティ対策」は７
割から９割という大半の大学が
実施していることがわかりまし
た。一方「コンピュータの仕組

みと原理」や「コミュニケーション」は６割程度
で、「情報の信頼性を選別・識別」は４割、「モデ
ル化、シミュレーション」は２割程度の実施に留
まっている現状でした。そして、大学のカリキュ
ラムで情報リテラシー教育が各分野に系統的に組
み込まれている事例はほとんど見られませんでし
た。しかし、どの分野においてもモデル化やシミュ
レーション、つまり「仮設と検証」は身に付ける
べき重要な要素ですから、ガイドラインに到達目
標３として盛り込むことにしました。
前述のように、情報リテラシー教育は大半の大

学が初年次だけ実施していますが、各専門分野と
情報リテラシーの連携、情報専門の教員との連携、
さらには大学間の連携、産学連携の中で、各専門
分野の４年間で日常的な教育として取り組むこと
をガイドラインを通じて働きかけていくことを目
的としています。

新しい価値の創造
村井：到達目標１の中にある到達度「１.発信者
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の意図を理解した上で、情報を
読み解く力ことができる」は、
情報社会を構築するために必要
な第一歩ですが、グローバル社
会を考えると、リテラシーでは
他者を説得でき動かせることも
重要な能力です。

家本：相手が何を言っているかを理解した上で、
次の情報を引き出すために双方向性の情報伝達能
力が必要になると思います。

村井：さらに、リテラシーというのは生きていく
ための力ですから、グローバル社会では、お互い
に知恵や知識を出し合って新しい価値を創造して

いくことが重要ですが、ガイドラインではどのよ
うに捉えているでしょうか。

玉田：何かを創造するにはいわゆる総合的な能力
が必要で、それはリテラシー教育と専門分野との
連携の中で取り組んでいくステップになりますの
で、情報が関与することがあっても、どのように
専門分野と関連づけるかまではガイドラインでは
踏み込んでいません。
ただ、グローバル社会において新しい価値を創

造していくためには、情報活用のスキルが必要で
すが、それにも増して心の教育が重要ですので、
それがガイドラインの到達目標１の精神となって
います。
さらに、到達目標３の中の到達度に「３．社会

における情報通信システムの役割を考え、有益な
システムの在り方を考察することができる」があ
ります。これは、持続可能な社会を作る上で、情
報システムを考える視野をリテラシーの中に入
れ、グローバル社会や変転する社会に対して柔軟
性、創造性を持つことを目指しています。

天良：このガイドラインは、高校のいわゆる学習
指導要領の中の文言とかなり似ているところがあ
ります。村井先生がおっしゃったように新しい価
値の創造などを入れて、高校の情報教育との違い
を明記する必要があるのではないでしょうか。

玉田：このガイドラインの上に、各学問分野で情
報を活用する教育として「分野別教育における情
報教育のガイドライン」[1]を31分野に亘って作り
ました。そのため「情報リテラシー教育のガイド
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ライン」は各学問分野共通で教育してほしい内容
として位置づけられます。

佐藤：高校の情報教育でできないのは価値の創造
で、大学で教育してほしいのは問題解決の手法と
してディベートです。高校で実施するには知識の
定着度から考えると難しいので、大学のレベルで
様々な情報を集め、データから何が言えるのか、
何が作れるのか、何が駄目なのかということを考
えさせる教育で、高校との区別ができると思われ
ます。

家本：ディベートで面白さを感じることによっ
て、学生は「情報教育を学んで
いるんだ」という感覚を持てま
す。大学ではこのディベートな
どを活用した問題解決の教育か
ら始めたいのですが、実際には
基礎的なレベルから始めなけれ
ばならない学生が沢山おり、現実的な教育意図と
現実のギャップが生じています。

今泉：高校でも本来行うべき情報科の教育が行わ
れていない、また、担当教員も少ない上に、数学
など他の教科の免許を持っていないと情報の科目
を担当できないなど様々な問題があると聞いてい
ますが、高校での情報科教育の現状を教えていた
だけますでしょうか。

高校の情報科教育の実情と課題
佐藤：過日に私情協から依頼があり、大学の先生
向けに高校の情報科教育の実情と課題についてま
とめさせていただきましたので、それをもとにま
ず、情報Ａ、Ｂ、Ｃから「社会と情報」、「情報の
科学」に再編成される様子などを説明させていた
だきます[2]。
情報Ａ、Ｂ、Ｃについて、「情報Ａ」は「情報

活用の実践力」、「情報Ｂ」は「情報の科学的な理
解」、「情報Ｃ」は「情報社会に参画する態度」に
主眼に置いていますが、現状の問題点の一つは、
その実施状況が「情報Ａ」に偏っているというこ
とです。そこで今回の学習指導要領の改訂では、
Ａ、Ｂ、Ｃの中身が分かりにくいことから科目名
を変え、「情報Ａ」の内容を科学と社会の両方に
入れました。しかし、近隣の高校に聞いたところ、
約30校で「社会と情報」と「情報の科学」のどち
らを実施するか既に決まっており、生徒数で４対

１、学校数で３対１と「社会と
情報」に偏っていることがわか
りました。
二つ目に教員配置の問題があ

ります。これは大学の教員養成
課程、いわゆる採用試験の問題
と関わりがあります。大学の中で教科情報の認知
度が低く、数学の教員が情報の免許を取って教え
るという複数免許というのが現状です。入試に情
報科目が入っていないことも原因かと思います。
採用試験の現状は、全国47都道府県のうち、昨年
度は15都道府県しか実施されていないようです。
結局、教育実習の受け皿がなく、大学の先生方か
らもご指摘を受けていますが、高校の教員だけで
はとても解決できません。大学や私情協でもぜひ
取り上げていただきたい問題です。
三つ目は、高等学校はセンター試験の受験科目

を重視して時間割を編成しているのが現状ですの
で、大学入試に情報科目を導入することで情報科
のステイタスも上がっていくのではないかと思っ
ています。
四つ目は、新しい「情報の科学」と「社会と情

報」の話題です。今回の学習指導要領改定の特徴
は、一つは、教育課程編成上の課題があります。
１週間30～32単位の中に科目をどのように編成す
るかというものです。二つは、設置学年について
はこれまで教科「情報」は１年生で２時間が定着
していましたが、基礎理科を２単位入れなければ
ならないため、２年生で教える動きも出てきてい
ます。三つは、設置科目は「社会と情報」と「情
報の科学」ですが、四つは、これを生徒が自由に
選択できるという選択制の導入です。
私が所属している西宮今津高校では新学習指導

要領の試行ということで、情報ＢとＣの選択制を
導入し、１年次にガイダンスを行っています。１
年生240人のうち44人が「情報Ｂ」を選択、それ
以外は「情報Ｃ」を選択しました。「情報Ｂ」を
選択した44名にアンケートをとったところ、選択
制の導入は「良かった」と30人が回答し、その理
由として「内容がよかった」が23人いました。
このようなことからも、ガイダンスで内容をき

ちんと説明すれば、「情報の科学」の履修者が増
え、先の偏りの問題の改善にもつながるのではな
いかと思われます。また、生徒が自ら選択するの
で、モチベーションが高い状態で授業に臨んでく
れます。選択制の導入と工夫が学習指導要領の次
期改定で「情報」の必履修につながっていくよう、



履修を防ぐ効果があります。
私は、情報Ａ、Ｂ、Ｃの学習指導要領の作成に

関わってきまして、佐藤先生は、その後の「社会
と情報」、「情報の科学」の学習指導要領に関わっ
てこられました。
これまでの「情報Ａ」、「情報Ｂ」、「情報Ｃ」は

実技教科とみなされていましたが、「社会と情報」
と「情報の科学」は情報科学の学習という形にな
ってかなり学問的な色彩が強くなり、実習時間の
制約が削除されました。図のように大学入試に十
分耐えうる内容になっています。
大学入試で、教科「情報」を従来どおりの独自

入試として出題している大学は現在26校程度で極
めて少ない状況です。
そこで、各大学の個別入試として教科「情報」

を出題できないのであれば、他教科と情報を内容
的に融合して出題する方法もあります。例えば、
物理の「光の三原色」に情報の「画像のデジタル
化の仕組み」の内容を絡めて出題するなど、物理
や数学などの他教科の内容に情報を融合させたよ
うな問題です。そうすれば、現行の入試科目を増
やさないで、教科「情報」の内容を入試に反映す
ることができますし、総合的、横断的に事象をと
らえる力も測定することができるのではないかと
思います。

今泉：入ってきた学生に足りない力が沢山あると
いう問題を解決していくためには、入試問題につ
いて抜本的に考えていかなければなりませんね。

新たな仕組みへの提案
天良：将来は、高校の教科「情報」の科目である
「情報の科学」と「社会と情報」を、数学と同じ
ように「情報Ⅰ」、「情報Ⅱ」、「情報Ⅲ」に発展さ
せ、Ⅰは必履修科目、ⅡとⅢは選択科目のような
構造にすると大学入試にも出しやすいのではない
かと考えています。Ⅰは全員の生徒が履修しなけ
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実践事例として全国の高校に情報発信していきた
いと思っています。

中学「技術」情報分野・高校教科「情報」の
履修状況
天良：私からは大学入試との関係を中心にお話し
します。まず、中学校で技術、高校では教科「情
報」がありますが、現実には一部で実施されてい
ないケースが挙げられます。高校の教科「情報」
の履修状況を大学で調べてもらい、学会で発表し
ました。
１年生に対するアンケート調査をしたところ、

情報系の科目はまったく履修していないというの

が数％あったという状況です。教科「情報」は、
高校で２時間（２単位）勉強しなければなりませ
んが、５大学での調査によると、週１時間１年間
しか実施しなかった、つまり２単位の中の１単位
しか実施していないのが45％もあるということで
す。このようなアンケート調査を、一部の大学だ
けでなく、例えば私情協に加盟する大学の中で実
施して、その結果をまとめて報告してほしいと思
っています。
また、中学校の「技術」情報分野の履修状況に

ついても前任校で４年間調査したところ、「ある
程度学習した」「ほとんど学習しなかった」、「ま
ったく学習しなかった」の３段階のうち、１時間
も情報を実施していない学校が数％程度ある状況
でした。
数年前に未履修問題がありましたが、達成度を

測る仕組みがないために、現時点でも、残念なが
ら一部の学校で未履修ないしは未履修に近い状況
が存在しているのです。
大学入試のために高校教育があるわけではあり

ませんが、現実の問題として、入試などの達成度
を測る仕組みがないと本気になって実施してもら
えないのです。

大学入試における情報科目の出題
天良：基礎的な学習の到達度測定には、ＯＥＣＤ
の学習到達度調査（ＰＩＳＡ2009）や英国の中等

教育の修了資格試験や、日本の
大学入試センター試験がありま
す。
情報関連科目についても、大

学入試センター試験や大学の個
別入試に出題することによっ

て、教員の嗜好による特定分野に偏った指導や未

図　「社会と情報」「情報の科学」の内容



ればなりませんが、ⅡやⅢはⅠより発展的な内容
とし、興味をもった生徒だけが選択すればよいの
です。

今泉：そうなると大学からの見通しもよくなり、
大学で本来実施すべき教育が実現しやすくなりま
すね。

天良：その他に「情報学教育関連学会等協議会」
が昨年12月にできました。これは、日本情報科教
育学会や情報処理学会などの様々な学会や研究会
が連合して、今後の情報科教育をどのように発展
させるべきか、次（10年後）の新しい学習指導要
領にどのような内容を反映させていくべきかなど
を検討し、文部科学省などの関係する部署に提言
していく組織です。ぜひ、私情協にも連携してい
ただきたいと思います。

今泉：入試だけでなく、教育プロセスの中で情報
をどのように位置づけ、どこに着地点を設定する
かという新たな仕組みですね。

村井：先程、実践事例を紹介することで理解を広
げていくお話がありましたが、優れた事例に対す
る「ベストプラクティス」などの制度を作ること
で競争心が生まれ、全体的に改善されていくとよ
いですね。小さな単位であればできるのではない
かと思います。私情協のような外部団体で広めら
れると効果的だと思います。
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今泉：情報分野では、必ず実習つまり「実際に行
ってみる」がつきものです。それを単なる操作演
習ではなく、学習内容の具現化とすることは言う
までもないことですね。ただし、各分野でも内容
は異なるので、それぞれでの「ベストプラクティ
ス」を行うことで、共通の「ベストプラクティス」
を見い出すこと、見い出そうとすることが重要で
すね。そのためにも、先生方がおっしゃっておら
れた新しい価値を創造していくためには、各専門
分野と情報リテラシーで科目の連携、教員連携を
行いながら、意識を共有し授業に取り組んでいく
必要があることを改めて確認しました。また、そ
の基礎力づくりとなる高校とも情報科目の位置づ
けを共有していくことが重要で、意見交流やコン
ソーシアムづくりなどできるところから始めて、
多くの教員の方々に関わってもらう努力が必要と
考えます。そして、それを支援してくのが私情協
の役割と思います。
本日はお忙しい中、先生方には貴重なお話をい

ただきありがとうございました。

参考文献および関連URL
[1] 分野別教育における情報教育のガイドライン

http://www.juce.jp/computer-edu/

[2] 佐藤万寿美:高等学校での情報科教育の実情と課題.

大学教育と情報, 2012年度No.1, 公益社団法人 私立大学

情報教育協会, pp.2-6, 2012.

http://www.juce.jp/LINK/journal/1203/pdf/02_01.pdf

公益社団法人 私立大学情報教育協会

情報リテラシー教育のガイドライン(2012年版）
【到達目標１】
情報社会の光と影を認識し、主体的に判断して行動することができる。
情報の信頼性を識別して発信者の意図を読み解き、情報から知識へ変換できるようにするとともに、他者

の権利の尊重及び自己の被害防止、健全な情報社会を構築するために必要となる心構えや安全に関する知
識・技能を修得する。
【到達度】
１．発信者の意図を理解した上で、情報を読み解くことができる。
２．情報社会の光と影を理解し、安全に配慮した上で主体的に行動することができる。
３．社会の一員としての責任を理解し、他者に配慮して情報を扱うことができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「発信者の意図を理解した上で、情報を読み解くことができる」
①　インターネット上には、信憑性や信頼性を確認しなければならない様々な情報が存在することと、
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情報には必ず発信者の意図が含まれていることについて、事例を示して理解させる。
②　情報の識別力を高めるために、情報検索や情報源の確認について、多様な方法をケーススタディさせ
て最適な方法を選択させる。

到達度２「情報社会の光と影を理解し、安全に配慮した上で主体的に行動することができる」
①　身の回りで利用されている事例を踏まえて、情報通信技術の役割・特質について理解を深め、活用
方法を考えさせる。
②　情報社会で遭遇しうる様々な危険・不安について、利用者の視点から、グループなどでケーススタ
ディさせる。

到達度３「社会の一員としての責任を理解し、他者に配慮して情報を扱うことができる」
①　発信する情報に責任を持つことの意義を理解させ、社会に対する影響を認識させる。例えば、虚偽
情報、誹謗中傷など個人の意図的な情報発信がもたらす被害や、意図的ではなくても何気ない言葉に
よって、慣習・思想・信条・宗教・経済などの背景が異なる人々へ与える文化摩擦などを、グループ
で討議させ、自己責任の重要性を理解させる。
②　基本的人権の尊重、知的財産権の理解、発信情報の真正性の確保、異文化への理解など、個人とし
て配慮・遵守すべき点について、グループなどでケーススタディさせ、適切に情報を扱う態度を身に
つけさせる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下の課題で確認する。
①　発信者の意図を理解し、情報を識別するための多様な方法を列挙させる。
②　社会で情報通信技術が有効に使われている事例をあげ、果たしている役割や特質について説明させ、
情報社会で遭遇しうる様々な危険・不安について列挙させて利用者の視点から被害を防止するための
方法を説明させる。情報を発信する者が遵守すべき事柄と負うべき自己責任の範囲について、事例を
もとに説明させる。
③　情報の活用方法について、その利点と考慮すべき危険について対で列挙させる。

【到達目標２】
課題発見、問題解決に情報通信技術を活用することができる。
協働して｢知｣の形成や開発に携われるよう、課題や目的に応じて情報通信技術を適切に活用して主体的に

情報を創り出し、その結果を効果的に他者に発信して相互理解ができるよう基礎的な知識と技能を修得する。
【到達度】
１．課題や目的に応じて情報通信技術を適切に選択することができる。
２．課題や目的に応じて情報を検索・収集・整理・分析・表現・伝達・発信することができる。
３．情報通信技術を活用して最適なコミュニケーションを行うことができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「課題や目的に応じて情報通信技術を適切に選択することができる」
①　課題や目的に応じた情報通信技術やソフトウェアの活用方法についてグループで討議させることに
より、解決手順・方法の検討や情報通信技術の適切な活用が重要なことを理解させる。
②　ケーススタディを通じて、情報通信技術活用の新しい知見を得るために、いくつかの分野を対象と
し、実務家とも連携して情報通信技術の効果的な活用について探究させる。

到達度２「課題や目的に応じて情報を検索・収集・整理・分析・表現・伝達・発信することができる」
①　課題を提示し、Ｗｅｂやデータベースなどを活用して、必要となる情報を効率的に検索・
収集する方法を修得させる。

②　収集した多様な情報を目的に応じて、表計算、統計解析などのソフトウェアを活用する課題を与え、
情報を整理・分析し、批判的に吟味する方法を習得させる。
③　文書処理、表計算、図形・画像処理、データベースなどのソフトウェアを目的に応じて使い分け、組
み合わせて表現する方法を修得させる。
④ 情報の受け手の特性を踏まえ、プレゼンテーションやＷｅｂ作成などを通じて、効果的に情報を伝
達・発信する方法を修得させる。
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到達度３「情報通信技術を活用して最適なコミュニケーションを行うことができる」
①　代表的な情報通信サービスを取り上げ、メッセージの到達範囲、即時性、公開の有無などの観点か
らコミュニケーションの可能性と限界を議論させる。
②　普及している情報通信サービスを体験させ、既存の問題解決や新規課題の発見に役立つ円滑で効果
的なコミュニケーションの在り方を考えさせる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下の課題で確認する。
①　代表的な情報通信技術やソフトウェアの特性について説明させる。
②　教員間で到達度の評価シートを作成し、自己評価や学生間でのピアレビューを行わせるとともに、
必要に応じて実務家から評価を受けさせる。

【到達目標３】
情報通信技術の仕組みを理解し、モデル化とシミュレーションを課題発見や問題解決に活用できる。
データの表現方法や情報通信技術の仕組みと情報通信システムの役割を理解し、社会に有益なシステムの

在り方を考察する。また、モデル化とシミュレーションを用いて課題の発見・明確化・分析・検証を行い、
新しい評価軸を構築することによって問題解決へ繋がる基礎能力を修得する。
【到達度】
１．情報のディジタル表現、情報システムの動作原理・構成を理解し、情報を科学的に捉えることができる。
２．モデル化とシミュレーションを通じて実践的な問題解決に取り組むことができる。
３．社会における情報通信システムの役割を考え、有益なシステムの在り方を考察することができる。

【教育・学修方法の例示】
上記の到達度の達成に必要な教育・学修指導上の要点を例示する。
到達度１「情報のディジタル表現、情報システムの動作原理・構成を理解し、情報を科学的に捉えること

ができる」
①　文字、数値、画像、音などをディジタルで表現する仕組みを説明させる。
②　CPU、メモリ、ハードディスクなどの実物を見せることで、コンピュータの構成を理解させ、ソフ
トウェアの動作の仕組みと関連付けて理解させる。
③　プログラミング環境を利用して、アルゴリズムを具体的なプログラムとして実現し、コンピュータで
実行させる。
④　Ｗｅｂやメールの通信履歴を見せることで、ネットワークの仕組みや通信プロトコルの役割を理解さ
せる。

到達度２「モデル化とシミュレーションを通じて実践的な問題解決に取り組むことができる」
①　現実の課題から抽象的なモデルを構築する手法を学修させ、モデルを扱うことの利点を理解させる。
②　構築したモデルからシミュレーションなどを用いて解を求めさせる。
③　シミュレーションの結果を分析・評価し、モデルの妥当性や限界を議論させるとともに、新たな課題を
検討させる。

到達度３「社会における情報通信システムの役割を考え、有益なシステムの在り方を考察することができる」
①　身近な情報通信システムの技術をとりあげて、社会における情報通信システムの役割を吟味させる。
②　セキュリティに関する事件を紹介するなどして、セキュリティ技術の必要性を認識させ、身のまわ
りの情報通信システムについて批判的に考察させる。
③　社会を発展させるための情報通信システムの構築を考察させる。

【到達度の測定方法】
上記の到達度の達成を以下により確認する。
①　私情協などのコンソーシアムを通じて標準化された到達度試験などにより達成度を確認する。
②　モデルを作成させ、対象の特徴を表すパラメータや実際の動作に即しているかなど、モデル化のね
らいに照らした妥当性を説明させることで評価する。
③　社会における情報通信システムについて批判的に考察させ、情報化社会のあるべき姿について発表
させ、相互評価や外部評価などで確認する。


